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電気通信市場検証会議（第 37 回） 

議事録 
 

１ 日時：令和５年６月 21日（水）15:30～16:50 

２ 場所：WEB会議による開催 

３ 出席者：  

  ・構成員（五十音順） 

浅川構成員、池田構成員、佐藤構成員、田平構成員、林座長代理 

  ・総務省 

竹村総合通信基盤局長、木村電気通信事業部長、 

飯村事業政策課長、片桐料金サービス課長、 

寺本料金サービス課企画官、植松事業政策課市場評価企画官、 

土井事業政策課課長補佐 

・ヒアリング対象事業者 

株式会社ＮＴＴドコモ、ＫＤＤＩ株式会社、ソフトバンク株式会社、 

楽天モバイル株式会社、一般社団法人テレコムサービス協会 

４ 議事 

 

【林座長代理】  皆様、お疲れさまでございます。 

 構成員の皆様方、皆様おそろいでございますので、ただいまから電気通信市場検証会議の

第37回会合を開催いたします。 

 本日は、大橋座長が御欠席ということでございますので、代理で私が進行を務めさせてい

ただきます。そのほか、高口構成員、中尾構成員、西村構成員、森構成員もそれぞれ御欠席、

池田構成員が途中から御参加というふうに伺っております。少々構成員の先生方は少ない

ですけれども、活発な御議論をお願いしたいと思います。 

 本日の議事はウェブ会議形式で行いまして、議事は音声のみの形ですが、公開にて開催い

たします。 

 それでは、配付資料の確認につきまして、事務局よりお願いいたします。 

【土井事業政策課課長補佐】  事務局でございます。配付資料を確認させていただきます。 

 資料は計５点ございまして、資料37－１、「株式会社ＮＴＴドコモ提出資料」、資料37－２、

「ＫＤＤＩ株式会社提出資料」、資料37－３、「ソフトバンク株式会社提出資料」、資料37－

４、「楽天モバイル株式会社提出資料」、資料37－５、「一般社団法人テレコムサービス協会

ＭＶＮＯ委員会提出資料」となってございます。このうち、資料37－１につきましては、構

成員限りの情報が含まれますので御留意ください。 

 以上になります。 
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【林座長代理】  ありがとうございます。資料、よろしゅうございましょうか。 

 それでは、議事に従いまして進めてまいります。 

 本日は、事業者ヒアリングといたしまして、ＮＴＴドコモ様、ＫＤＤＩ様、ソフトバンク

様、楽天モバイル様、ＭＶＮＯ委員会様に御参加をいただいております。本日もヒアリング

に御協力いただく事業者の皆様につきましては、深く御礼を申し上げます。ありがとうござ

います。 

 本日は、各社様にプレゼンをいただいた後、質疑応答を行いたいと思います。 

 それでは、ＮＴＴドコモ様からの御説明をお願いできますでしょうか。 

【ＮＴＴドコモ大橋】  ＮＴＴドコモの大橋でございます。よろしくお願いいたします。 

 ではお手元の資料37－１に基づきまして、当社の説明をさせていただければと思います。

まず、１ページでございます。 

 こちらは先月発表したものとなりますが、ＮＴＴレゾナントの統合についてでございま

す。多様なニーズにお応えするサービスの提供を目指しまして、７月１日付で、ＮＴＴドコ

モの100％子会社であるＮＴＴレゾナントを吸収合併することとしたものでございます。 

 ＮＴＴレゾナントは昨年の７月の段階で、ＮＴＴコミュニケーションズからコンシュー

マ向けのサービスを中心に事業を移管されまして、現状はＩＳＰのＯＣＮ、ＯＣＮ光、ＯＣ

ＮモバイルＯＮＥといったサービスを提供しております。これらのサービスは、当社が継続

して提供することといたしております。 

 続きまして、再編に当たりまして、足元の状況を少し分析したものでございます。こちら

は主に競争の状況となっておりますが、主要ＭＶＮＯの３社のプラン展開を左にお示しし

ております。当社を除く他社におきましては、複数のブランド展開を行っておりまして、グ

ループ内のＭＶＮＯをかつて取り込んで自社プランとして提供するということで、新規の

ユーザー獲得や囲い込みというものを図っていたというふうに理解をしております。 

 そういう意味では、当社のグループにおいては、その役割はＯＣＮモバイルＯＮＥやエコ

ノミーがそれを担っていた状況ではございますけれども、自社プランとしては、明確にそう

いったものが存在しないというところでございまして、それがユーザーの選択結果にも表

れているかと思っております。具体的には、右側のグラフのとおりという形でございます。 

 また、お客様の利便の提供という点では、エコノミーについても少し課題があるのかなと

思っております。まず左側、こちらは現状、当社のドコモショップを通じて取り扱わせてい

ただいているエコノミーＭＶＮＯの一覧でございます。昨年の12月に、ＴＯＫＡＩコミュニ
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ケーションズ様のＬＩＢＭＯが追加となりまして、現状は３社という形になっております

が、これらの取組を通じてＭＶＮＯの市場拡大に貢献をしてきたところでございます。 

 一方で、サポートが十分でないという課題がございまして、特にシニアのライトユーザー

の方を中心に、利便性をお届けする際の課題が生じているものではないかと思っておりま

す。こちらにつきましては、特にシニア層への販売が順調であると聞いておりますＯＣＮモ

バイルＯＮＥにおきまして、顕著ではないかと考えているところでございます。 

 これらの課題に対しまして、今回のグループ再編を行うこととしたものとなりますが、ラ

イトユーザー向けのプランの充実、お客様へのサポート体制の充実を目的として、ＮＴＴレ

ゾナントをＮＴＴドコモに統合し、ドコモショップにてこれらのお客様に対してＩＣＴの

サポート幅広く行っていきたいと考えております。 

 具体的には左の図にあるとおり、ＯＣＮモバイルＯＮＥを提供しているＮＴＴレゾナン

トをＮＴＴドコモに統合いたします。また、ＯＣＮモバイルＯＮＥにつきましては、新規受

付を終了いたしまして、ＮＴＴドコモにて新たなライトユーザー向けのプランを提供する

ことといたしております。 

 こちらの再編を行う理由につきまして、図の真ん中に書かせていただいておりますが、基

本的にはお客様の利便向上ということでありますので、サポートの充実であるとか、料金プ

ランの充実といったところがございます。また、グループ内のリソースを集中いたしまして、

効率的なサービス提供を行うということで、人業一体でＮＴＴドコモに移管するというこ

ととしたものでございます。 

 また、ドコモショップを通じたＩＣＴのサポートというところにつきましては、こちらは

先月の決算発表でも御紹介をしているものになりますが、２つの側面から進めていくと考

えております。 

 １つは、地域のＩＣＴサポート拠点へドコモショップを変革させていくということで、ス

マートライフショップというような言い方もしていきたいと考えております。また、右側に

つきましては、ドコモショップの接客体験をオンラインを通じて御提供、御利用いただける

ようにするオンライン窓口というものを、今後進めてまいりたいと考えております。 

 こちらのスライドからは、ＮＴＴドコモにて御提供するライトユーザー向けの新たな料

金プランについて、簡単に御紹介をさせていただければと思います。 

 ３つのラインナップに料金プランを刷新いたしまして、ライトユーザー向けの新たな料

金プランとしては、ｉｒｕｍｏという料金プランを御提供いたします。また、従来のフルサ
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ポートのプランとしてギガホ、ギガライトというものがございましたが、これを一本化して

ｅｘｉｍｏという新たな料金プランを提供することといたしております。また、ａｈａｍｏ

につきましては、モバイルの料金プランはそのままとなりますが、ａｈａｍｏ光という新た

な光プランを御提供することとしております。 

 また、同時に固定ブロードバンドやＩＳＰサービスにつきましても、見直しを図ることと

しております。左側が現状となっておりますが、現状はモバイルに対応する光が、ドコモ光

しかないというところとなっておりまして、対応するモバイルのプランはプレミアのみと

いうこととなっておりました。 

 こちら、見直しという形で右側のとおりになりますけれども、このｉｒｕｍｏとｅｘｉｍ

ｏはドコモ光を組み合わせることとしております。また、その際のＩＳＰにつきましては、

グループ内再編の結果、現状３つのＩＳＰが混在しておりますが、こちらを一本化して提供

することとしております。また、ａｈａｍｏにつきましては、専用の光プランを御提供する

こととしております。 

 現状ＮＴＴレゾナントでＯＣＮ光という、光アクセスのサービスを提供しております。こ

ちらはＮＴＴ東日本、西日本から卸を受けたＮＴＴコムからの再卸を受けてＮＴＴレゾナ

ントが、御提供しているものとなってございます。 

 ｉｒｕｍｏの概要、並びにｅｘｉｍｏの概要、またａｈａｍｏ光、ＯＣＮインターネット

の概要につきましては、こちらのとおりとなっておりますので、御覧いただければと思いま

す。 

 最後に、この再編に当たりまして、十分に法令や類似の要請を遵守するとともに、公正競

争に配慮しながら進めていきたいと思っております。具体的には、こちらに掲げた４つの項

目について取り組んでまいります。 

 まず、ＭＶＮＯとの関係につきましてですが、ＮＴＴレゾナントを統合することによって、

ＮＴＴドコモグループではマス向けのＭＶＮＯサービスといったものは、新規受付を終了

することとなります。 

 また、現状は、ＮＴＴレゾナントがＭＶＮＯを御提供するに当たっては、当社がＭＶＮＯ

としてＮＴＴコミュニケーションズに提供したサービスを、再卸を受けて今提供している

形となっております。統合後はＮＴＴコムからＮＴＴドコモへ卸戻しする形となります。こ

の取引形態につきましては早期に解消するために、ＯＣＮモバイルＯＮＥの新規受付を終

了して、ドコモの料金プランへのマイグレを促進していきたいと考えております。 
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 ２点目です。エコノミーにつきましては、統合後のお客様への選択肢としてのニーズを踏

まえまして、ＯＣＮモバイルＯＮＥはなくなりますけれども、現状のグループ外の２社サー

ビスを引き続き御提供していきたいと考えております。また、新たなＭＶＮＯからのエコノ

ミーへの参加要望も、御要望に応じて協議をしていきたいと考えております。 

 これらエコノミーＭＶＮＯの取扱いにつきましては、基本従前と変わらず同様の取扱い

を継続するとともに、この２者間の取扱いも同等とすることを引き続き行ってまいりたい

と思います。 

 また、エコノミーＭＶＮＯとの営業連携において通じて得た営業情報につきましては、当

然ながら当社の自社プランの販売促進等には活用しないこととしております。 

 固定ブロードバンドとＩＳＰのところになりますが、ドコモ光につきましては、対応ＩＳ

Ｐを自社、他社を含め、幅広くお選びいただけるような構造となっております。こちらの他

社ＩＳＰを販売する枠組みも、引き続き継続をいたしまして、お客様の選択肢として、要望

に応じて御提供していきたいと考えております。 

 最後になりますが、検証全般のところでございます。ＮＴＴレゾナント統合の今回の再編

につきましては、昨年度示された対応に基づく方針にのっとりまして、必要なデータの提供

など、検証に協力をしていきたいと考えております。 

 また、接続関連情報の取扱い、並びに不当な差別的取扱いの禁止につきましては、再編前

後で基本的には変わらないというところであります。不当な差別的取扱いの禁止につきま

しては、対象事業者が１社減るということになりますが、それ以外のところは何ら変わると

ころはありませんので、引き続き禁止行為規制を遵守してまいりたいと考えております。 

 当社からの説明は以上でございます。ありがとうございました。 

【林座長代理】  ＮＴＴドコモ様、どうもありがとうございました。最新の情報を盛り込

んでいただきまして、非常に有益でした。 

 次に、ＫＤＤＩ様から御説明お願いしたいと思いますけれども、すみません、冒頭に申し

上げるのを忘れていましたけれども、各社様、10分程度のプレゼンということでお願いでき

ましたら幸いです。 

 それではＫＤＤＩ様、御準備のほうよろしいでしょうか。 

【ＫＤＤＩ斎藤】  ＫＤＤＩ斎藤ですけれども、声は届いておりますでしょうか。 

 では、資料37－２に沿って説明させていただきます。めくっていただきまして、スライド

２は目次となります。 
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 右肩３です。「はじめに」ということで、ＮＴＴグループのあり方については、過去の議

論の積み重ねによって、国内の公正競争環境を担保するために、事業法、ＮＴＴ法等の規律

が整備されてきております。 

 これらの類似の公正競争要件をＮＴＴグループが一方的に反故にすることは、ＮＴＴグ

ループによる強大な市場支配力が生まれ、競争事業者が排除され、競争を通じて生まれる利

用者利益を損なう等、電気通信市場の公正競争及び持続的発展を阻害することになります。 

 したがいまして、ＮＴＴグループのあり方の見直しについては、これまでの政策議論を踏

まえて措置されてきた公正競争要件の趣旨を維持しつつ、見直しによって起こり得るＮＴ

Ｔグループのネットワーク、顧客基盤の統合などが及ぼす公正競争への影響を踏まえて、慎

重に判断すべきと考えております。 

 まず１点目、ＮＴＴドコモによるＮＴＴレゾナント吸収合併の問題点ということで、スラ

イド５となります。先ほど、ＮＴＴドコモからありましたとおり、７月１日付で完全子会社

であるＮＴＴレゾナントを吸収合併し、ＮＴＴレゾナントが提供するサービスを、ＮＴＴド

コモが承継するとの発表がされています。ＮＴＴレゾナントにつきましては、ＮＴＴコムか

らコンシューマ事業の移管を受けたことによりまして、ＩＳＰ、ＭＶＮＯ等、各契約数につ

いて既に５万件以上となっております。したがいまして、ＮＴＴレゾナントはＮＴＴドコモ

の禁止行為規制対象事業者として指定されているものでございます。 

 スライド、右肩６になります。公正競争等の弊害を及ぼす可能性のある特定関係法人であ

るＮＴＴレゾナントの吸収合併によって、ＮＴＴドコモの巨大な顧客基盤やサービス収益

が拡大する等、市場支配力が強化されると、公正競争等に弊害をもたらすおそれがあります。 

 したがいまして、以下についての要望をさせていただきます。まず、ＮＴＴドコモは吸収

合併計画の発表前に、当該計画の詳細を本検証会議、競争事業者に対して説明すること。そ

れから、公正競争上の問題をもたらす可能性があるかどうかの判断ですとか、公正競争に影

響を与える度合いについて、定量的、定性的な分析検証が必要なこと。 

 例えば組織再編によって、当該事業者の市場支配力が強化されたか等について、確認する

ことが必要であることから、市場検証会議で必要なデータを提示することが必要と考えま

す。また、禁止される行為の相手方である特定関係法人が消滅する場合であっても、禁止行

為規制の遵守が担保され得るのかの検証をすることが必要と考えております。 

 続きまして２点目、これまでのＮＴＴ組織再編に係る検証上の課題と対応ということで、

右肩８になります。まず、課題につきましてですけれども、これまでＮＴＴ持株によるＮＴ



 -7- 

Ｔドコモの完全子会社化を契機として、ＮＴＴドコモグループを中心に組織が再編されて

きております。本検証会議において、様々なヒアリング等実施されておりますけれども、組

織再編を検証するスキームの実効性や禁止行為規制の運用に課題があると考えます。 

 左下が、検証スキームの実効性に係る課題ということで、今回のように組織再編の直前の

検証では、仮に何か問題が認められたとしても競争の回復が困難であり、検証の意味をなさ

ないものであると考えます。また、事業者ヒアリングでこれまで示されてきた懸念に対して、

具体的な判断がされていないという認識でございます。 

 右下が、禁止行為規制の運用に係る課題ということで、これまでも組織再編、公正競争に

弊害を及ぼす可能性がある特定関係法人との組織編成にも関わらず、公正競争に与える影

響の有無ですとか、影響の程度について、検討判断が行われていないものだと考えておりま

す。また、個々の行為が禁止される行為類型に該当するか否かの判断がなされていないもの

と考えております。 

 １点、すみません、資料の訂正でございます。ここの下の例のところにございます、ＮＴ

Ｔコムへのネットワークの一元化につきましては、ＮＴＴドコモへのネットワークの一元

化の間違いでございますので、訂正させていただきます。 

 スライド９につきましては、これまでの組織再編とそれに伴う課題ということで、具体例

を書かせていただいております。 

 例えば、ＮＴＴ持株によるＮＴＴドコモ子会社化につきましては、１ポツ目、ＮＴＴドコ

モのＴＯＢ完了後に初めて検討会が立ち上がっています。３ポツ目、ネットワークの統合に

つきましては、禁止行為規制に抵触するか否かの判断が、下されていないものと考えていま

す。 

 ＮＴＴドコモによるＮＴＴコム・ＮＴＴコムウェアの子会社化につきましては、１ポツ目、

組織や事業が一体化したことによる影響の観点からは、特に分析や検証がなされていない

ものと考えています。２ポツ目、個々の連携・統合の行為が禁止行為規制の行為類型に該当

するか否かについての判断が、行われていないものと考えております。 

 右肩10になります。こういった経緯を踏まえて、令和３年度の年次レポートにおきまして、

再編に関わる公正競争上の問題に対処するための検証スキームが整理されております。た

だし、この検証スキームのさらなる実効性を確保するために、２点ほど提案させていただき

ます。 

 左の下に絵がございますけれども、ステップ１につきまして、現状、総務省に対し、組織
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再編の内容について説明することとなっておりますけれども、こちらを総務省だけでなく、

競争事業者を含む検証会議の場で、組織再編の内容について説明いただきたいと。それから、

期間となりますけれども、行政指導等による是正が可能となるよう、必要十分な検証期間を

設けるべきと考えております。 

 右肩11となります。こちらは、検証対象についてでございますけれども、現状は左下にあ

りますとおり、検証対象につきましては２点、①ＮＴＴドコモによるその特定関係法人との

吸収合併、それから旧ＮＴＴと、旧ＮＴＴからの分離会社の合併が対象になっておりますの

で、現状では例えば、ＮＴＴデータによるＮＴＴドコモの子会社化ですとか、ＮＴＴドコモ

によるＮＴＴコムウェアの子会社化、吸収合併というのが対象外となっているものと考え

ています。 

 したがいまして、右側になりますけれども、公正競争への影響が強く懸念される組織再編

につきましては、（１）旧ＮＴＴ、（２）旧ＮＴＴからの分離会社、（３）ＮＴＴドコモの禁

止行為規制対象事業者を含めまして、これら事業者間の組織再編につきましては、再編の手

段によらず、検証すべきであると考えております。 

 続きまして、スライド12となります。こちらにつきましては、禁止行為規制に係る運用の

課題ということで、これまでも述べさせていただきましたとおり、これまで検討ですとか判

断というのが実施されていない、あるいは禁止行為、行為類型に該当するか否かの判断がな

されていないものと考えております。 

 右肩13になります。したがいまして、公正競争に弊害を及ぼす可能性がある特定法人との

組織再編につきましては、以下２点に示すような厳格な分析・検証が必要であると考えてお

ります。 

 １点目が、公正競争に影響を与える度合いを判断するための検証プロセスということで、

まず影響判断に必要なデータを提示していただく必要があります。そのデータをもとに、競

争事業者から公正競争への影響についてヒアリングを行うこと、こういった競争事業者か

らの意見を踏まえて、公正競争に影響を与えるか否かについて判断することが必要と考え

ます。 

 もう一つは、禁止されている行為の該当性を判断するための検証プロセスということで、

こちらはＮＴＴが組織再編の詳細について、市場検証会議の場において説明を行うこと、競

争事業者から課題についてヒアリングを行うこと、そして競争事業者から示されている課

題について検証を行い、行為類型に該当するか否かについて判断することが必要と考えま
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す。 

 ３点目、ＮＴＴの組織再編に係る今後の課題と対応となります。右肩15となります。 

 ＩＴサービス等で有力事業者でございますＮＴＴコム、ＮＴＴデータとＮＴＴドコモと

の組織再編については、法人市場を中心とする電気通信市場の公正な競争に、多大な影響を

及ぼす可能性があると考えております。具体的には、公共・金融等分野で巨大な顧客基盤Ｓ

Ｉ等のソリューション市場の競争力をてこに、ネットワーク領域の回線獲得で市場支配力

を発揮することが想定されると考えております。 

 右肩16、こちらにつきましては、ＮＴＴコム、ＮＴＴデータとＮＴＴドコモの再編につい

ての具体的な課題ということで、左側ＮＴＴコムでございますけれども、ＮＴＴコムはＷＡ

Ｎサービス市場での国内トップクラスの事業者でございます。仮にＮＴＴドコモと再編し

た場合は、営業収益約１兆円がＮＴＴドコモに上乗せされ、さらにＮＴＴドコモの市場支配

力が強化されるものと考えます。 

 ＮＴＴデータにつきまして、右側になりますけれども、こちらは先ほど述べましたとおり、

ソリューション市場の競争力をてこに、ＮＴＴデータを中心とした市場をまたいだ垂直統

合が起こり、通信市場の公正競争が阻害されるおそれがあると考えております。 

 右肩17です。このように、公正競争に弊害を及ぼす可能性のある特定関係法人との企業統

合によって、禁止行為規制を実質的に潜脱するだけではなく、ＮＴＴドコモの市場支配力が

強化され、市場支配力の濫用につながるおそれがあると考えております。 

 したがいまして、以下のような禁止行為というのを補完する措置が必要であると考えま

す。オレンジ枠になりますけれども、市場支配力の濫用につながる企業統合を、企業統合自

体を禁止行為規制違反として、停止・変更を命じることができるものとする措置として、２

つ、１つは共同ガイドラインですね、共同ガイドラインの見直しということで、第３項第２

号に該当する行為と位置づけて、当該合併行為を電気通信事業法上問題となる行為として

追加する。もしくは、電気通信事業法第30条の見直しということで、新たな行為類型として

規定することが考えられます。 

 右肩18になります。こちらは今後の話になりますけれども、仮に大きなＮＴＴ組織再編に

つながるＮＴＴ法の見直しがあるのであれば、これまで20年以上かけて議論を積み重ねて

構築されてきた我が国の電気通信市場における競争環境を、根底から覆す重要な問題であ

ると考えております。 

 したがいまして、公正競争環境の確保、国民生活の保護や安全保障の観点を取り入れ、十
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分な時間をかけて競争事業者の意見も踏まえつつ、オープンな場で議論を尽くすべき考え

ております。 

 スライド４．まとめ以降につきましては、これまで御説明させていただいた内容のまとめ

となりますので、説明のほうは割愛させていただきます。 

 以上となります。ありがとうございました。 

【林座長代理】  ＫＤＤＩ様、御説明ありがとうございました。 

 検証会議が果たすべき役割についても、具体的な提案をいただいたかと思います。ありが

とうございます。 

 続きまして、ソフトバンク様から御説明をお願いしたいと思います。よろしくお願いしま

す。 

【ソフトバンク山田】  ソフトバンクの山田でございます。 

 それでは、御説明させていただきます。１枚おめくりください。 

 まず、当社の基本的な考え方なんですけれども、こちら２年前に行われました「公正競争

確保の在り方に関する検討会議」の当社の説明資料再掲です。このときから、我々の基本的

な考えというのは変わっておりませんで、特にこちらのページの下のほう、２つ目ですけれ

ども、我々としてもＮＴＴグループの競争力強化自体を、必ずしも否定するものではござい

ません。 

 ただ、それはあくまで国内の公正競争環境をさらに追求する形で、結果として実現される

べきものではないかと考えておりますので、この点、本検証会議において、広く議論がなさ

れればありがたいと考えております。 

 １枚おめくりいただきまして、２ページ目にありますとおり、今回この４つについて御説

明させていただきます。１枚おめくりください。 

 まず、ＮＴＴドコモとＮＴＴレゾナントの合併についてでございますけれども。 

 ５ページにつきましては、今回のＮＴＴレゾナントの合併による市場の影響を示してお

ります。１枚おめくりください。 

 ６ページ目は、今回ＮＴＴドコモが、ＮＴＴレゾナントから吸収する事業が、ＮＴＴコミ

ュニケーションズから譲渡されたものであるということを示しております。１枚おめくり

ください。 

 ７ページ目ですけれども、結果として、今回のＮＴＴレゾナントの事業の吸収ということ

で、ＮＴＴドコモが合併した形になりますけれども、結果的には、ＮＴＴコミュニケーショ
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ンズからＮＴＴドコモへ事業譲渡が行われた形態であるということを、こちらでは示して

おります。１枚おめくりください。 

 ８ページ目につきましては、このような禁止行為規制対象事業者と特定関係法人間の合

併により、規制の対象外となる課題というのは、こちらのページの左側にもあるとおり、も

ともと課題があるとされている状況の中、今回、短期間で２度の合併を実施されたという状

況を示しております。１枚おめくりください。 

 今回の件を踏まえまして、今後の動きとして我々が懸念していることを、２つちょっと事

例を御説明させていただきます。１枚おめくりください。 

 10ページ目でございますけれども、１つ目はＮＴＴドコモとＮＴＴコミュニケーション

ズの関係でございます。左の図のとおり、ＮＴＴコミュニケーションズの事業というのが、

まず左側のとおりに、2022年の７月に固定系のインフラがＮＴＴドコモに設備移管され、さ

らに2022年の７月に、ＭＶＮＯ事業、ＩＳＰ事業が事業譲渡され、今回ＮＴＴレゾナントの

事業がＮＴＴドコモに吸収合併されたという形になっております。 

 このように、旧ＮＴＴから承継したものを含む事業やインフラを、今回の再編を含めて段

階を踏んでＮＴＴドコモに集約しているんですけれども、このような行為が本来行われる

べき議論を、どうも回避しているように見えてしまう点がございます。 

 右側の下にもありますとおり、結果として公正競争環境に与える影響であるとか、必要な

措置の議論が不十分なまま統合が進むということを、非常に我々としては懸念しておりま

す。１枚おめくりください。 

 こちらは、2022年７月のネットワークインフラ設備・関連業務をＮＴＴドコモに移管する

という旨のプレスリリースを、参考までお示ししております。１枚おめくりください。 

 12ページ目でございますけれども、２つ目の懸念は、ＮＴＴドコモとＮＴＴデータの関係

でございます。ＮＴＴデータにつきましても、ＮＴＴコミュニケーションズと同様に事業再

編を行っておりまして、左下にありますとおり、今年の７月にはＮＴＴデータから事業分割

され、国内の事業会社が100％の子会社になると伺っております。 

 こちらについて、我々としては、将来的にＮＴＴドコモの下にこちらがぶら下がることに

なり、100％の子会社になるというようなことがあり得るのではないかというふうに懸念を

しております。といいますのは、このような資本関係の変化というのが非常に再編において、

市場に与える影響というのが大変大きいものであるのではないかと考えておりまして、こ

の点を懸念しております。１枚おめくりください。 
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 13ページ目は、これは以前のＮＴＴ持株によるＮＴＴドコモの完全子会社化の際の議論

のときの、私どもの説明資料でございますけれども、このような形で、完全子会社化すると

いうような資本関係の変化こそ、その規制遵守であるとか公正競争の維持に与える影響が、

非常に大きいものと考えております。１枚おめくりください。 

 以上の懸念も踏まえまして、本市場検証会議での検証について、私どもの考えを御説明い

たします。１枚おめくりください。 

 15ページ目でございますけれども、市場検証会議における組織再編の対応でございます

けれども、ＮＴＴグループの組織再編は市場検証会議における検証対象であり、組織再編実

行前の措置も想定しているものと認識しております。 

 具体的には、本ページの右側に記載のとおり、ＮＴＴグループは、総務省へまず組織再編

の説明が必要とされ、総務省は市場検証会議の意見や、競争事業者における懸念の有無等を

勘案し、公正競争上の具体的な問題への対応のため、必要に応じて組織再編の実行前に、各

種措置であるとか行政指導、監督命令等を行うことも想定しているというふうにされてお

ります。 

 今回、この本検証会議の検証について、私どもとしては２点課題があるものと考えており

ますので、こちらを次ページで御説明いたします。１枚おめくりください。 

 16ページ目でございますけれども、検証対象となる当該組織再編というものが、特定条件

下の合併、具体的にはこちらに記載のとおり、ＮＴＴドコモによる特定関係法人の吸収合併、

また旧ＮＴＴと旧ＮＴＴからの分離会社との合併に限られておりまして、資本関係の変化

というのが検証対象外となっております。 

 13ページで御説明いたしましたとおり、私どもとしては、資本関係の変化というのも競争

環境に非常に大きい影響があると考えておりますので、本検証会議での検証対象が、このま

までよいのかという問題意識がございます。１枚おめくりください。 

 ２つ目の課題といたしましては、検証運用の実効性を確保するためには、組織再編に伴う

必要な措置の検討等を行うために、十分な期間が必要であるというところでございます。左

下にあるスケジュールですけれども、今回、プレスリリースが５月25日になされまして、恐

らくＮＴＴドコモから、総務省のほうには事前に説明があったものと想定しております。 

 プレスリリースがございまして、本日６月21日に市場検証会議があり、組織再編が８営業

日後の７月１日となっております。右側にもありますとおり、市場検証会議がこのような組

織再編の検証を行うというような前提において、こちらにもありますとおり、２つ、我々と
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しては必要なことがあると考えております。 

 １つ目は、再編の実行前に、市場検証会議の意見や、競争事業者の懸念の有無等を勘案す

るための十分な影響分析・検討の期間が必要ではないかと考えております。 

 ２つ目には、実行前措置というのも想定しておりますので、そういう措置を講じるに十分

な期間はもちろんのこと、再編に伴い必要な措置等を実行前に公表する十分な期間が必要

ではないかと考えております。１枚おめくりください。 

 最後にまとめとなります。１枚おめくりください。 

 まず19ページ目は、今回の合併に関連する要望事項です。 

 こちらにもありますとおり、１つ目としては、今後の組織再編も想定した実効性のある検

証体制・運用を確保していただきたい。２つ目としては、市場検証会議の検証対象となるＮ

ＴＴグループの組織再編の形態を拡大していただきたいという、２点がございます。１枚お

めくりください。 

 最後に、今後も想定されるＮＴＴグループの組織再編等に対する全般的な要望として、２

点ございます。 

 １つ目につきましては、市場への影響が相対的に軽微と思われる組織再編を先行的に実

施し、当該事案を実績として、将来結果的に大規模な再編、例えばＮＴＴドコモとＮＴＴコ

ミュニケーションズの合併、またＮＴＴデータグループに関する資本関係の変化等がなし

崩しに行われることのないように、ＮＴＴグループの動向に関するモニタリングを強化い

ただきたいと考えております。 

 ２点目といたしましては、我が国の電気通信市場における公正競争の確保と、従来の通信

政策における視点がないがしろにされた状態において、ＮＴＴグループの再編や各種義務

等の規制緩和、例えばＮＴＴ法の改正であるとか、電気通信事業法の改正などに係る議論が、

例えば対ＧＡＦＡＭの必要性であるとか、政府による株式保有義務要否といったような、そ

ういった議論から唐突に進行することのないように、御配慮いただきたいと考えておりま

す。 

 当社からの説明は以上です。よろしくお願いします。 

【林座長代理】  ソフトバンク山田様、ありがとうございます。 

 これも検証会議における具体的な課題を御指摘いただいたということで、受け止めたい

と思います。ありがとうございます。 

 それでは、続きまして、楽天モバイル株式会社様より御説明をお願いいたします。 
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【楽天モバイル鴻池】  楽天モバイルの鴻池でございます。 

 ２ページ目をお願いいたします。本日の御説明内容になります。 

 ３ページ目、お願いいたします。３ページ目になります。今年の５月25日に、ＮＴＴドコ

モより、完全子会社であるＮＴＴレゾナントを７月１日付で吸収合併するとの発表がなさ

れました。本件、想定で図を描かせていただいておりますが、現在ＮＴＴレゾナントが、Ｎ

ＴＴコミュニケーションズより卸提供を受けて提供しているモバイルサービスについては、

吸収合併後、ＮＴＴコミュニケーションズがＮＴＴドコモへ卸提供し、ＮＴＴドコモがＭＶ

ＮＯサービスとして継続するものと考えております。次のページをお願いいたします。 

 ４ページ目になります。これらを踏まえまして、今回の合併に対し、電気通信事業法の第

30条における禁止行為規制上の懸念、こちらについて２つお伝えさせていただきたいと考

えております。 

 まず、１点目になります。ＮＴＴドコモにおける情報の目的外利用についてになります。

ＮＴＴドコモについては、ＮＴＴレゾナントを含むＭＶＮＯとの接続業務に関する情報の

目的外利用、こちらが禁止されております。 

 吸収合併後は、懸念事例の欄にも記載させていただいておりますとおり、ＮＴＴコミュニ

ケーションズの接続関連情報のうち、卸先ＭＶＮＯにおけるサービス開発情報等のＮＴＴ

レゾナントに由来する情報が、ＮＴＴドコモの営業部門に直接流入し、利活用されるといっ

た懸念があると考えております。次のページをお願いします。 

 ５ページ目になります。２つ目の懸念事項になります。ＮＴＴドコモ内における不当な優

先的な取扱いについてになります。ＮＴＴドコモの特定関係法人でありますＮＴＴレゾナ

ントは、禁止行為規制の対象となりますので、ＮＴＴドコモとＮＴＴレゾナントの間の取引

においては、優遇が現状禁止されております。 

 吸収合併後は、ＮＴＴレゾナントのＭＶＮＯサービスは、社内ＭＶＮＯとしてＮＴＴドコ

モ内に組み込まれる形になりますので、ＭＮＯ事業から、当該ＭＶＮＯ事業に限定した金銭

補助をするといった優遇措置がされたとしても、外部からそれを把握することは困難にな

るのではないかという懸念事項になります。次のページをお願いいたします。 

 ６ページ目になります。ここからは、今回の合併を踏まえた当社からの要望を御説明させ

ていただきたいと思います。 

 まず、１つ目になります。ＮＴＴグループに対する禁止行為規制については、潜脱の懸念

や取引関係の変化等に応じた対応策を速やかに検討するために、継続的に実態を注視して
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いくことが適当とされてきたと認識しております。しかしながら、今回の合併の発表におい

ては、実行までが実質１カ月余りであり、本会合における検証が十分になされないまま、合

併されてしまうということを非常に懸念しております。 

 また、４月24日の本会合の資料では、今後の検証の方向性については、ＮＴＴグループに

対するヒアリング項目が削除され、他事業者同様の個社モニタリングに位置づけされる変

更がされるとあります。今後、ＮＴＴグループへの検証が、こういった表記の違いをもって、

十分になされないのではないかというような懸念を持っております。 

 ＮＴＴドコモは、現在非上場企業であり、情報開示については限定的であることや、現時

点で示されている今後の方針等を踏まえますと、ＮＴＴグループに対する個別ヒアリング

を実施することは、本会合の方向性にも引き続き明記いただいた上で、今回のような合併等

の連携強化については、事前に検証を実施していただくことを明確化するなど、透明性、実

効性のある検証をぜひお願いしたいと考えております。次のページをお願いいたします。 

 ７ページ目になります。もう一点になります。ＮＴＴグループの不当な競争力拡大に対す

る要望になります。 

 海外展開を図っていくことについては、当社を含む電気通信事業者においても重要なこ

とであると考えております。しかしながら、今後ＮＴＴグループ内において、合併や連携強

化が進められ、事実上の一体化と呼べる状態を背景に、ＮＴＴグループによる海外展開が進

み、さらにその利益やノウハウが自社グループ内のみに還元されてしまう場合、ＮＴＴグル

ープだけが国内の市場支配力を強めてしまうという懸念があると考えております。 

 そのような状況は、公正な競争環境の結果とはいえないと考えておりますので、ＮＴＴグ

ループの動向を引き続き注視していただくことについて、ぜひともお願いしたいと考えて

おります。 

 また昨今、政府によるＮＴＴ株の売却に係る報道も出ておりましたが、万一そのような公

正競争とは異なる観点での議論をきっかけに、ＮＴＴ再編や規制緩和が検討される場合に

おいても、本会合において十分な議論がなされることをぜひお願いしたいと考えておりま

す。 

 当社からの説明は以上になります。 

【林座長代理】  楽天モバイル様、どうもありがとうございました。 

 それでは、最後になりますでしょうか、テレコムサービス協会のＭＶＮＯ委員会様から御

説明をお願いいたします。 
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【テレコムサービス協会中野】  それでは、テレコムサービス協会ＭＶＮＯ委員会から発

表させていただきます。中野と申します。よろしくお願いいたします。 

 本日は、御説明の機会をいただきありがとうございます。資料37－５に沿って説明させて

いただきます。 

 おめくりいただいて、右肩１ページ目です。禁止行為規制に係る当委員会からのこれまで

の意見につきまして、振り返りとなりますが、簡単に御説明させていただきます。 

 右肩２ページ目となります。至近のモバイル市場の競争状況ですけれども、2020年以降、

ＭＮＯが別会社であったサブブランドや、グループ内部ＭＶＮＯを吸収する動きが見られ、

またＭＮＯ本体がＭＶＮＯと競合する廉価プランを投入するなど、市場競争は熾烈になっ

てきております。 

 加えて、ＮＴＴドコモ社においては、エコノミーＭＶＮＯと銘打って、ＭＶＮＯとの連携

を開始しており、そのような市場環境の変化と市場競争の高まりを受け、ＭＮＯやグループ

内ＭＶＮＯと独立系ＭＶＮＯとの同等性の確保は、これまで以上に重要となってきており

ます。 

 おめくりいただいて、３ページ目となります。情報の目的外利用の禁止の重要性について

になりますが、ＭＮＯの廉価プラン導入や、サブブランドの値下げ等、市場においてＭＮＯ

とＭＶＮＯ間での直接的な競争が加速しており、さらに５Ｇ（ＳＡ方式）時代に向け、技術

面、サービス面でのイノベーションは、より一層重要性を増しております。 

 ＭＶＮＯによる５Ｇ（ＳＡ方式）サービス実現に向けたＭＮＯとの協議におきましても、

ＭＶＮＯが目指すサービス像や要求仕様等を提示しつつ、適宜協議を行っている状況であ

り、接続の業務に関してＭＮＯが知り得る情報が持つ意味は、さらに大きくなることが考え

られ、これらの情報に関する目的外利用の禁止は、公正競争を確保する上で、これまで以上

に重要となると考えております。 

 おめくりいただいて、右肩４ページ目です。ＭＮＯのグループ内ＭＶＮＯ優遇禁止の必要

性についてです。 

 現在、検討が進められているスタックテスト等の適切な措置が講じられていくことで、Ｍ

ＮＯとＭＶＮＯ間の設備利用面でのイコールフッティングが担保されていることを期待し

ておりますが、一方で、ＭＮＯのグループ内ＭＶＮＯと独立系ＭＶＮＯ間のイコールフッテ

ィングについては、禁止行為規制対象でないＭＮＯには、従来より懸念がある状況です。 

 以下は、設備利用面、営業面等での懸念事項となりますけれども、これらの懸念を解消す
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ることなく、ＭＮＯとＭＶＮＯ間のイコールフッティングのみを確保した場合、結果として

グループ内ＭＶＮＯが規律の抜け穴として使われる可能性が考えられます。 

 おめくりいただいて、右肩５ページ目です。ここからは、今回いただいたヒアリング事項

に対する内容になります。ＮＴＴドコモ社におけるＮＴＴレゾナント社吸収合併に伴う懸

念事項ということで、次ページ以降、説明させていただきます。 

 おめくりいただいて、右肩６ページ目です。ＮＴＴドコモ社によるＮＴＴレゾナント社の

吸収合併の概要になりますけれども、こちらはこれまでの皆様の御説明にもあったところ

ではございますけれども、ＮＴＴレゾナント社が提供する個人向けモバイルサービスにつ

きましては、ＮＴＴドコモ社が引き続きＭＶＮＯとして、サービスを提供なされる見込みと

認識しております。 

 ＮＴＴレゾナント社の吸収合併に伴い、現行ＮＴＴドコモ社が対象となっている禁止行

為規制の観点から、市場競争への影響が懸念される状況と考えております。具体的な懸念事

項については、次ページ以降で御説明します。 

 右肩７ページ目になります。まず、接続情報の取扱いになりますけれども、現行では、Ｎ

ＴＴドコモ社は、ＮＴＴコミュニケーションズ社を含むＭＶＮＯとの接続業務に関する情

報の目的外利用が、禁止となっております。 

 一方で、吸収合併後はＮＴＴコミュニケーションズ社との接続業務に関する情報のうち、

ＮＴＴレゾナント社に由来する情報、以下に幾つか例を挙げさせていただいておりますけ

れども、こういった情報が、禁止行為規制の対象から外れてしまうということが考えられま

して、これまで接続部門のみで知り得た情報を、ＭＮＯ全体で利活用することが想定され、

その結果、独立系ＭＶＮＯとＮＴＴドコモ社との競争に影響するおそれというのが考えら

れます。ＮＴＴレゾナント社に由来する情報の利活用による競争影響につきまして、定期的

な検証が必要ではないかということで考えております。 

 おめくりいただいて、右肩８ページ目です。ＮＴＴドコモ社との公平性の確保についてで

す。現行において、ＮＴＴドコモ社の特定関係会社となるＮＴＴレゾナント社は、禁止行為

規制の対象となるため、ＮＴＴドコモ社とＮＴＴレゾナント社の間での直接取引における

優遇が、禁止されております。 

 吸収合併後は、ＭＶＮＯサービスの新規受付を停止しまして、ＭＮＯにおいて、ＭＶＮＯ

のサービスを刷新したプランを発表されております。ＮＴＴドコモ社が発表した新プラン

は、独立系ＭＶＮＯが提供しているプランと料金が近接しているというところで考えてお
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りまして、ＮＴＴドコモ社と独立系ＭＶＮＯ間のイコールフッティングを確保するために

は、ＮＴＴドコモ社が発表しました新プラン、昨日発表されました新プランに対しましても、

接続料と利用者料金との関係を検証するスタックテストによる検証が、必要ではないかと

いうところで考えているところでございます。 

 おめくりいただいて、右肩９ページ目です。続いて、エコノミーＭＶＮＯについてになり

ますけれども、ＮＴＴドコモ社のエコノミーＭＶＮＯへの参加事業者は、現在、ＮＴＴレゾ

ナント社、フリービット社、ＴＯＫＡＩコミュニケーションズ社の３社となっております。 

 エコノミーＭＶＮＯについては、従前よりＮＴＴグループのＭＶＮＯとそれ以外のＭＶ

ＮＯとの間で、イコールフッティングが確保されているか、実質的にＮＴＴグループ以外の

ＭＶＮＯが参加しにくい仕組みとなっていないか等、以下に幾つか例を記載しております

けれども、こういった懸念点がございまして、継続的に注視が必要ではないかということで

お伝えしてきました。 

 今回、ＮＴＴレゾナント社の吸収合併に伴い、ＮＴＴドコモ社の新プランが発表されたこ

とで、エコノミーＭＶＮＯにつきましては、ドコモショップでの販売拡大に期待していたと

ころ、取扱い等について大きな影響を受ける可能性があるのではないかというところで考

えておりまして、エコノミーＭＶＮＯの取扱いの適正性に関する定期的な検証が、必要では

ないかというところで考えております。 

 次ページ以降は参考となりますので、説明は割愛とさせていただいています。 

 テレコムサービス協会からの説明は以上となります。ありがとうございました。 

【林座長代理】  テレコムサービス協会ＭＶＮＯ委員会様、どうもありがとうございまし

た。 

 それでは、質疑応答に移りたいと思います。事業者、団体の皆様から一通り御説明をいた

だきました。ＮＴＴドコモ様以外の各社、各団体様からは、検証会議において、客観性、透

明性を持った形で、ＮＴＴグループの再編につきまして、今回のＮＴＴドコモ様とＮＴＴレ

ゾナント様との合併を含めまして、電気通信事業法の制度趣旨を踏まえてしっかり事前に

検証し、実効性を持った形でモニタリングを実施してほしいという要望があったかと思い

ます。 

 これに対して、ＮＴＴドコモ様のほうからは、必要なデータを提供するなど市場検証に協

力していく、また引き続き禁止行為規制を遵守していく旨の表明がございました。 

 それでは、残り30分弱ございますので、構成員の皆様から御質問、御意見をお聞かせいた
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だきますと幸いです。その際、どの社、どの団体様に対してのものなのかをお聞かせいただ

きますと、幸いでございます。お手元のチャット欄に発言の旨、お書き添えいただけると助

かります。 

 まず、事務局様から、本日御欠席の西村構成員からコメントを預かっておられるというこ

とですので、代読のほうをお願いできますでしょうか。 

【土井事業政策課課長補佐】  事務局でございます。西村構成員からのコメントを代読さ

せていただきます。 

 今般の電気通信市場検証会議の議題に対するコメントを、申し上げさせていただければ

と思います。現行制度の下での対応としては、ＮＴＴドコモグループと独立系ＭＶＮＯとの

間の競争について、ＭＶＮＯ委員会資料の６枚目以降の各種指摘は重要であると考えられ

ます。 

 特に、ＭＶＮＯを競争単位として小売レベルでの移動体通信市場を捉える場合において

は、小売レベルでの公正競争の確保に係る諸規制のみならず、独立系ＭＶＮＯをめぐるＭＮ

Ｏとの接続・卸制度にも留意しなければなりません。 

 特に、固定通信とのセット割、並びに昨日公表されましたＮＴＴドコモの今後の料金戦略

の状況も合わせますと、例えば本検証会議の場ではないとしても、またその他の諸要件を充

足する必要はありますが、ＭＶＮＯ委員会資料の８枚目において提起されている指摘は、市

場検証においても一考に値するものと考えられます。 

 以上になります。 

【林座長代理】  どうも代読ありがとうございます。 

 それでは、続きまして佐藤構成員、お願いいたします。 

【佐藤構成員】  福島大学の佐藤でございます。ＮＴＴドコモ様に２点質問がございます。 

 １点目が、各社から、スケジュールのことでかなりコメントがあったかと思います。私も

かなりその点で、少し御質問をしたいと思います。 

 つまり、今回統合に向けた発表は既にもうされており、ここでの検証を十分できないんじ

ゃないかというぐらい、かなりタイトなスケジュールになっていたわけですけれども、当然

そのようなスケジュールになるということも、ある程度御理解あったのかなという気がし

ますけれども。なぜ、こういう形で、かなりドタバタになったのかということを、少し御意

見を伺って、次回以降、もしこのような統合等あった場合、どのような対応をすればいいの

かということに関して、ちょっと今回、どうしてこういうタイトなスケジュールになってい
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るのかというところを、まず御質問したいということでございます。 

 ２点目は、統合した後に、当然ながらエコノミーＭＶＮＯを相変わらず他者に対して提供

していくというときに、同等の取扱いを変わらず行っていくというわけですけれども、今ま

では、ＮＴＴレゾナントと同等の形という形では、分かりやすい、ある程度分かりやすいこ

とではあるんですけれども、当然ながらＮＴＴレゾナントがなくなることによって、何と同

等にしていくのかというその基準が、私いま一つよく分からなくて。それによって、エコノ

ミーＭＶＮＯがかなり不利益なことにならないのかなというのが、結構懸念をされるとこ

ろでございますので、どのような形で同等を考えていらっしゃるのか、また、不当な取扱い

にならないということをどのように担保していくのかというところに関して、お答えでき

る範囲で、御質問いただければと思います。 

 以上でございます。 

【林座長代理】  ありがとうございます。 

 それでは、ＮＴＴドコモ様、御回答にお願いできますでしょうか、質問２点ございました。 

【ＮＴＴドコモ大橋】  ＮＴＴドコモの大橋でございます。佐藤先生、御質問どうもあり

がとうございました。 

 １点目のスケジュールのところでございますが、企業統合の発表、並びに料金プランの発

表につきまして、企業統合の発表は、会社法等の手続に必要な期間を確保した上でというこ

とになります。また、料金プランの発表につきましては、多分に競争の要素が含まれるとい

うところがございますので、この点を踏まえて、このようなスケジュールになったというと

ころでございます。 

 今回、他の競争事業者様からの御指摘においては、総務省並びに検証会議の構成員以外に、

競争事業者に対しても、再編より事前に詳細の説明をすべきという御指摘があったと思っ

ておりますが、競争影響という観点も踏まえまして、どのような方法で事前に情報をお伝え

するというのがよいのかというところは、ぜひ御配慮もお願いしたいなと思っております。 

 今回、非常にタイトとなってしまったところにつきましては、円滑な検証にもし支障が生

じ得るのであれば、そこは大変申し訳なく思っておりますが、このような状況であったとい

うことでございます。 

 あと２点目でございます。エコノミーの同等の取扱いの同等とは何かというところでご

ざいます。こちらは、大きく２つの意味がございまして、まず１つは、これまでもやってお

りますけれども、エコノミー各社間の取引条件、こちらについては同等にということで、今
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後２社となりますが、２社間の取扱い条件は基本同等とさせていただいております。 

 また、もう一つは、再編の前後、ＯＣＮモバイルＯＮＥが、エコノミーＭＶＮＯから抜け

てしまう前と後においても、基本的に取扱い条件は同等を維持するものと考えております。 

 今後、未来永続それが続くかどうかというところについては、今後の市場環境なども踏ま

えながらというところになりますが、少なくとも先生が御指摘されているような、一方的に

不利益を被るような条件の変更というのは、行わないように努めてまいりたいと思ってお

ります。以上でございます。 

【林座長代理】  佐藤先生、よろしかったでしょうか。 

【佐藤構成員】  はい、ありがとうございました。 

【林座長代理】  ありがとうございます。 

 ほかに、それでは田平構成員、お願いいたします。 

【田平構成員】  東京都立大学の田平でございます。御説明ありがとうございました。 

 私からは２つで、１つがＮＴＴドコモ様、２つ目がＫＤＤＩ様とソフトバンク様にお伺い

できればと思いました。 

 １つ目は、ＮＴＴドコモ様に対してで、資料で確認させていただきます。11ページの一番

上の囲みのところの、再編後はＮＴＴコムもＭＶＮＯとしてＮＴＴドコモへ卸戻しする形

となるけれども、そういう状態を早期に解消するために、新規の受付は終了するということ

で、御説明いただいたところに関してなんですけれども、新規の受付は終了して、ただ既存

のまだ契約も続いていて、さらに新しいものも促進するといっても、なかなかそういう状態

が解消するまでには、一定の時間的なスパンが必要なのかなと思っておりまして、それはど

れぐらいの時間的なスパンを想定されている、イメージされておられるのかということに

ついて、１点目お伺いしたいという点が１つ目です。 

 ２つ目は、ＫＤＤＩ様、ソフトバンク様、それぞれＫＤＤＩ様だと10ページのところかと

思いますが、十分な検証期間が必要であるというふうに御指摘されておられる部分につい

て、ソフトバンク様であると17ページに、十分な期間が必要だというふうに指摘されている

部分について、大体どれぐらいがあれば十分というふうに言えるのかどうかということを、

ちょっと確認というかお伺いしてみたいと思いました。 

 以上です。 

【林座長代理】  ありがとうございます。 

 それでは、まず質問の１点目につきまして、ＮＴＴドコモ様からお願いいたします。 
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【ＮＴＴドコモ大橋】  ＮＴＴドコモの大橋でございます。田平先生、御質問どうもあり

がとうございました。 

 御指摘のＯＣＮモバイルＯＮＥの御利用者様を、いつまでに移行を完了させるかという

点、これ大変難しい問題でありまして、先生御指摘のとおり、無理やりどこかのプランに移

させるということもできず、やはりお客様に様々な選択肢をお示しして、お客様の御意思で

移っていただくということが必要となると思いますので、やはりどうしても一定の時間が

必要になると思っております。 

 どこかのタイミングでサービス終了を宣言して、一部の中にはサービス終了までもう移

らずに使うという方もいらっしゃると思いますが、現段階でいつまでにというのが、なかな

か明言することが難しい状況ではございます。なるべく早期にこの状況を解消すべく、移行

促進を図ってまいりたいと思っております。 

 以上でございます。 

【林座長代理】  ありがとうございます。 

 続きまして、ＫＤＤＩ様、ソフトバンク様から御回答お願いします。 

【ＫＤＤＩ斎藤】  ＫＤＤＩ、斎藤です。御質問いただきありがとうございます。 

 御質問、検証期間ということで、どれくらいかということと認識しておりますけれども、

これはどういった組織再編が行われるかによっても、検証の期間というのは少し変わって

くるのかなというふうには想定しております。 

 一例としてという観点でいうと、弊社のスライド10で書かせていただいているステップ

１、２、３とございますけれども、ステップ１からステップ２にかけては１カ月から２カ月、

ステップ２からステップ３にかけましては１カ月から２カ月ということで、２カ月から４

カ月間ぐらいは必要なのかなとは考えております。 

 以上でございます。 

【林座長代理】  ソフトバンク様もお願いいたします。 

【ソフトバンク山田】  ソフトバンクの山田です。御質問ありがとうございます。 

 私どもの資料の17ページにありますけれども、こちらの資料の右側の②のところに、実行

前措置を講じるに十分な期間というふうにまず書かせていただきました。恐らく、本当にそ

の実行前で、15ページの左側に市場検証会議の年次レポートで、具体的に実行前の措置とし

て、どういうことをされるかというのが具体的に書かれておりまして、一番下の青線のとこ

ろですけれども、事業法またはＮＴＴ法の各条に基づく要請、行政指導の実施や、ＮＴＴ法
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第16条に基づく監督命令などを行うことも想定と書かれております。 

 恐らく総務省のほうで、標準処理期間が設定されているんだとするならば、当然ながらそ

の処理期間ぐらいは、最低限必要なのではないかなと考えております。 

 もう一つ、もう一度17ページに戻りまして、①番、実行前措置を講じるときはもちろんな

んですけれども、仮に実行前の措置というのが必ずしも必要ないとしても、例えば実行後に

どういったことを求めていくとか、ある程度、その方向性というのは、再編に伴って必要な

措置をどういうふうに行っていくのかというのは、少なくとも我々としては、実行前に公表

する必要があるのではないかなと考えております。 

 これが、じゃあ実際どのくらい期間が必要なのかというのは、先ほどＫＤＤＩさんからも

ありましたけれども、案件にもよりますので、一概にどれくらいというふうには言えないん

ですけれども、最低限でも、このような今回市場検証会議がありまして、ある程度検討し、

その結果としてこういう措置をしますというような、一連の流れを経るんであれば、最低で

も、急いでもやはり１カ月ぐらいは、おおむねその検証会議で揉む時間というのは、個人の

感覚としては必要ではないかなと考えております。 

 私からは以上です。 

【林座長代理】  田平先生、よろしかったでしょうか。 

【田平構成員】  はい、各社様、どうもありがとうございました。ありがとうございます。 

【林座長代理】  ありがとうございました。 

 ほかに、構成員の先生方からいかがでしょうか。 

【池田構成員】  神戸大の池田です。よろしいでしょうか。 

【林座長代理】  お願いいたします。 

【池田構成員】  御説明ありがとうございました。 

 競争事業者の方々から、検証会議におけるＮＴＴ再編に対する検証能力、あるいは実効性

の担保のあり方について、かなり重要な問題提起をいただいていると思います。 

 これについて、私の考えはこうすべきというのはまだ持ち得ていないのですが、でも検証

会議の権限は、個別の企業結合に対して、良い、悪いを判断する権限がそもそもないのでは

ないかというところも、課題としてあるのではないかと思っております。検証会議での検証

を充実化していくという議論の方向性そのものが、そういう方向でいいのか、もう少し法改

正を含む、企業結合に対する審査権限、まあ公正取引委員会にも企業結合規制はありますけ

れども、総務省において電気通信分野における公正競争確保や健全な発展という観点から、
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競争政策以外の観点も含めた企業結合審査のあり方の検討というより広い意味での検討も

必要になってくるのではないかと思います。 

 とりわけ、企業結合を実施する前に、競争上の問題を解消する実効性のある措置を企業に

取ってもらうためには、相応の法令上の根拠があって権限を行使するということになると

思いますので、（個別の企業結合に対する審査権限のない）検証会議の中でさらに充実化し

ていくという議論の方向性が、うーん、これでいいのかというのはちょっと思いました。も

うちょっと本質に遡って、企業結合に対する審査権限のあり方について検討すべきではな

いかと感じた次第です。これはコメントです。 

 今回の統合について、競争事業者から目的外利用や差別的、取扱い、特に金銭的な優遇に

ついて検証ができなくなるのではないかという懸念が提起されています。ＮＴＴドコモに

対しての質問です。まず最後のスライドで、公正競争上の留意事項ということでまとめられ

ていますが、これまで同様に、エコノミーＭＶＮＯの営業情報をＮＴＴドコモが提供するプ

ランの販売促進に活用しないとか、ＮＴＴレゾナント由来の接続関連情報について、目的外

利用しないということの担保のあり方や、それから不当な差別的取扱いの禁止、とりわけ金

銭的な優遇がないのかということについての、引き続き禁止行為規制を遵守していくとい

うことは表明していただいておりますが、じゃあ具体的にどのように監視していくのか、実

効性を担保していくのかについて、お考えをお聞きしたいと思います。 

 よろしくお願いします。 

【林座長代理】  ＮＴＴドコモ様、お願いいたします。 

【ＮＴＴドコモ大橋】  池田先生、御質問ありがとうございました。 

 ただいまの御質問は、営業連携であるエコノミーＭＶＮＯを通じて得たこのエコノミー

ＭＶＮＯの営業情報の取扱い、並びにＮＴＴレゾナントがＮＴＴコミュニケーションズか

ら再卸を受ける際に得た情報の取扱いというところかと思っております。 

 これらの２点が、いずれも電気通信事業法30条の接続関連情報に当たるかというところ

は、少し議論があるのではないかなとは思いつつ、我々は公正競争への影響を十分に配慮す

るということで、これらの情報を目的外には使わないというところを表明させていただい

たというものでございます。 

 具体的な措置は、こちらにはあまり書かせていただいていないのですが、これらの情報を

取り扱う担当者や、情報にアクセスする権限を最低限に絞り、またこれらの情報を仮にどこ

かに持ち出すような場合には、全て我々のチェックを受けるというような手続も行ってお
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りまして、十分に配慮しながら業務運営をしていきたいと考えております。以上でございま

す。 

【林座長代理】  池田先生、よろしかったでしょうか。 

【池田構成員】  （競争上の懸念を防ぐための）もっと具体的な実効性確保の有り様を知

りたかったのですけれども、多分営業機密に当たってしまうのかもしれませんので、引き続

き検証会議でも注視していくべきではないかと思っております。ありがとうございます。 

【林座長代理】  ありがとうございます。 

 池田構成員の最初のコメントの部分ですけれども、確かに検証会議で個別の企業結合審

査の権能が存在しない中において、公正取引委員会の一般の企業結合審査とあわせて、総務

省による通信の合併に特化した、その中でパブリックインタレストの考慮も含む審査の必

要性という、これはある意味、二元審査ということになろうかと思いますけれども、その必

要性であるとか、あるいは立法的措置を含めた本質的議論の必要性という、重要な御指摘い

ただいたと思います。 

 このあたりも、本当は遡って議論しなければいけないと思うんですけれども、とりあえず

本日はテークノートするにとどめさせていただければと思います。ありがとうございます。 

 それでは、すみません、お待たせいたしました。浅川構成員、お願いいたします。 

【浅川構成員】  日本総合研究所の浅川です。皆様の御丁寧な御説明ありがとうございま

した。 

 私のほうからは、質問というよりはコメント的なことになりますけれども、皆様、それぞ

れ同様の御意見、御提案ですとか、異なる個別の御意見があったかと思いますが、共通的に

は、公正競争環境をしっかりと健全化、維持するためのポジティブな観点からの御提案だっ

たかなと改めて思いました。 

 その中でも、多々御指摘あったと思いますけれども、組織再編によってどういう影響があ

るのか、あとは公正競争に与える影響についての客観的、かつできるだけ定量的に検証でき

るような枠組み、スキームが改めて求められているんだなというところ。それから、それら

をできるだけ早い段階で、かつオープンな場でしっかりと議論して、もちろん利用者視点で

最適な競争環境であることを判断、検証できることが改めて重要なんだなというふうに理

解させていただきました。 

 その早い段階、このＮＴＴドコモ様がおっしゃったように、そのタイミング、いろいろ機

微な情報で競争に影響を与える影響は多大だと思いますので、難しいところはあると思う
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んですけれども、私はやっぱり感覚的には１カ月ぐらいは、やっぱり議論の時間があっても

いいんじゃないかなと感覚的には思いましたし、あとはちょっとスキーム的にできるかど

うかは別として、例えば段階的に可能な範囲内で構成員限りの情報で、まず議論させていた

だくですとか、そういった方法も検討の余地があるのかなと思いました。 

 いずれにせよ、各社様からの御懸念点ですとか、提案の内容というところを改めてしっか

りと理解をさせていただいて、今後の検証会議での議論、判断へとしっかり反映させていた

だければなと思いました。 

 以上、コメントになりますが、以上になります。ありがとうございます。 

【林座長代理】  浅川構成員、どうもありがとうございます。 

 コメントということでございますけれども、ＮＴＴドコモ様から可能な限りで今後、この

検証会議の場で御説明を果たしていただく、あるいはデータを提供していただくというこ

とについて、本検証会議は非公開会合という形式もありますので、そういう形で引き続き御

協力いただくということは、一般的には差し支えないと理解してよろしかったでしょうか。 

【ＮＴＴドコモ大橋】  ＮＴＴドコモの大橋でございます。冒頭に佐藤先生からいただい

た御質問への回答でも触れさせていただいたつもりでありますが、多分に競争の影響を含

みますので、まずは公正中立な立場にいらっしゃる方に限って、少し状況をお伝えして、必

要な検証の第１ステップをするという形を取らせていただけるのであれば、そういう形が

望ましいのではないかと思っております。以上でございます。 

【林座長代理】  ありがとうございます。 

 おっしゃるように、そういった配慮は非常に大事かと思いますので、そのあたりはちょっ

と事務局とも調整して、工夫をさせていただきながら、我々としてもしっかり役割を果たし

ていければなと思いました。いろいろ御手数をおかけしますけれども、今後ともよろしくお

願いいたします。 

 いずれにしましても、先ほど浅川構成員様がおっしゃったように、各社様のポジティブな、

あるいはその検証会議の活性化に向けた建設的な御議論を提起していただいたかと思いま

すので、もちろんできること、できないことというのはございますけれども、先ほどの池田

構成員の御指摘もありましたように、できないこともありますけれども、その中で、事業者

様の経営上の利益、あるいは営業上の利益というものに十分配慮しながら、可能な限りでこ

の検証会議もその役割を果たしていくということが重要なのかなと、私も改めて思った次

第です。 
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 一通り、各構成員の先生方から御質問をいただいたところかと思いますけれども、追加で

御質問等ございましたらお願いしたいと思いますけれども、いかがでしょうか。よろしゅう

ございますか。 

 それでは、一通り御議論を頂戴したかと思いますので、まだまだお聞きしたいこともあろ

うかと思いますが、時間も限られておりますゆえ、もし追加の御質問等ございましたら、明

日の木曜日の６月22日までに、事務局へ御提出をいただければと思います。 

 本日の議事は以上となります。 

 事務局から、次回のスケジュールにつきまして御説明をお願いいたします。 

【土井事業政策課課長補佐】  事務局でございます。 

 次回の会合につきましては、６月28日水曜日、14時から行います。 

 事務局からの連絡事項は以上になります。 

【林座長代理】  ありがとうございます。 

 それでは、本日はこれにて終了させていただきたいと思います。皆様、本日もありがとう

ございました。 

 


